
議案第８９号 

さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例の一部を改正する条例の制定について

さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例の一部を改正する条例を次のように定める。
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さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例の一部を改正する条例

さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例（平成２４年さいたま市条例第５８号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （基準該当生活介護の基準）  （基準該当生活介護の基準） 

第９６条 生活介護に係る基準該当障害福祉サービ

ス（以下この節において「基準該当生活介護」と

いう。）の事業を行う者（以下この節において「

基準該当生活介護事業者」という。）が当該事業

に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。

第９６条 生活介護に係る基準該当障害福祉サービ

ス（以下この節において「基準該当生活介護」と

いう。）の事業を行う者（以下この節において「

基準該当生活介護事業者」という。）が当該事業

に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。

 指定通所介護事業者（さいたま市指定居宅サ

ービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例（平成２４年さいたま市条例第６８

号。以下この条において「指定居宅サービス条

例」という。）第９１条第１項に規定する指定

通所介護事業者をいう。）又は指定地域密着型

通所介護事業者（さいたま市指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例（平成２４年さいたま市条例第７３

号。以下「指定地域密着型サービス条例」とい

う。）第６０条の３第１項に規定する指定地域

密着型通所介護事業者をいう。）（以下「指定

通所介護事業者等」という。）であって、地域

 指定通所介護事業者（さいたま市指定居宅サ

ービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例（平成２４年さいたま市条例第６８

号。以下この条において「指定居宅サービス条

例」という。）第９１条第１項に規定する指定

  通所介護事業者をいう。以下同じ。）であって、

  地域において生活介護が提供されていないこと

等により生活介護を受けることが困難な障害者

に対して指定通所介護（指定居宅サービス条例

第９０条に規定する指定通所介護をいう。以下

同じ。）を提供するものであること。 



において生活介護が提供されていないこと等に

より生活介護を受けることが困難な障害者に対

して指定通所介護（指定居宅サービス条例第９

０条に規定する指定通所介護をいう。）又は指

定地域密着型通所介護（指定地域密着型サービ

ス条例第６０条の２に規定する指定地域密着型

通所介護をいう。）（以下「指定通所介護等」

という。）を提供するものであること。 

 指定通所介護事業所（指定居宅サービス条例

第９１条第１項に規定する指定通所介護事業所

をいう。）又は指定地域密着型通所介護事業所

（指定地域密着型サービス条例第６０条の３第

１項に規定する指定地域密着型通所介護事業所

をいう。）（以下「指定通所介護事業所等」と

いう。）の食堂及び機能訓練室（指定居宅サー

ビス条例第９３条第２項第１号又は指定地域密

着型サービス条例第６０条の５第２項第１号に

規定する食堂及び機能訓練室をいう。以下同じ。

  ）の面積を、指定通所介護等の利用者の数と基

準該当生活介護を受ける利用者の数の合計数で

除して得た面積が３平方メートル以上であるこ

と。 

 指定通所介護事業所（指定居宅サービス条例

第９１条第１項に規定する指定通所介護事業所

をいう。以下同じ。）の食堂及び機能訓練室（

指定居宅サービス条例第９３条第２項第１号に

  規定する食堂及び機能訓練室をいう。以下同じ。

  ）の面積を、指定通所介護の利用者の数と基準

該当生活介護を受ける利用者の数の合計数で除

して得た面積が３平方メートル以上であること。

 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当

該指定通所介護事業所等が提供する指定通所介

護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者及

び基準該当生活介護を受ける利用者の数の合計

数であるとした場合における当該指定通所介護

  事業所等として必要とされる数以上であること。

 指定通所介護事業所の従業者の員数が、当該

指定通所介護事業所が提供する指定通所介護の

利用者の数を指定通所介護の利用者及び基準該

当生活介護を受ける利用者の数の合計数である

とした場合における当該指定通所介護事業所と

して必要とされる数以上であること。 

 ［略］    ［略］  

 （指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する

特例） 

 （指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する

特例） 

第９７条 次に掲げる要件を満たした指定小規模多

機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス

条例第８３条第１項に規定する指定小規模多機能

型居宅介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定

看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密

着型サービス条例第１９２条第１項に規定する指

定看護小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以

下同じ。）が地域において生活介護が提供されて

いないこと等により生活介護を受けることが困難

な障害者に対して指定小規模多機能型居宅介護（

指定地域密着型サービス条例第８２条に規定する

指定小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。

）又は指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地

域密着型サービス条例第１９１条に規定する指定

看護小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。

）のうち通いサービス（指定地域密着型サービス

条例第８３条第１項又は第１９２条第１項に規定

する通いサービスをいう。）を提供する場合には、

第９７条 次に掲げる要件を満たした指定小規模多

機能型居宅介護事業者（さいたま市指定地域密着

型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等

に関する条例（平成２４年さいたま市条例第７３

号。以下「指定地域密着型サービス条例」という。

 ）第８３条第１項に規定する指定小規模多機能型

居宅介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定看

護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着

型サービス条例第１９２条第１項に規定する指定

看護小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下

同じ。）が地域において生活介護が提供されてい

ないこと等により生活介護を受けることが困難な

障害者に対して指定小規模多機能型居宅介護（指

定地域密着型サービス条例第８２条に規定する指

定小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）

又は指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地域

密着型サービス条例第１９１条に規定する指定看

護小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）



 当該通いサービスを基準該当生活介護と、当該通

いサービスを行う指定小規模多機能型居宅介護事

業所（指定地域密着型サービス条例第８３条第１

項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所

をいう。）又は指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所（指定地域密着型サービス条例第１９２条

第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所をいう。）（以下「指定小規模多機能型

居宅介護事業所等」という。）を基準該当生活介

護事業所とみなす。この場合において、前条の規

定は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等

については適用しない。 

のうち通いサービス（指定地域密着型サービス条

例第８３条第１項又は第１９２条第１項に規定す

る通いサービスをいう。）を提供する場合には、

当該通いサービスを基準該当生活介護と、当該通

いサービスを行う指定小規模多機能型居宅介護事

業所（指定地域密着型サービス条例第８３条第１

項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所

をいう。以下同じ。）又は指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス条例

第１９２条第１項に規定する指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所をいう。）（以下「指定小規

模多機能型居宅介護事業所等」という。）を基準

 該当生活介護事業所とみなす。この場合において、

 前条の規定は、当該指定小規模多機能型居宅介護

事業所等については適用しない。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 （基準該当自立訓練（機能訓練）の基準）  （基準該当自立訓練（機能訓練）の基準） 

第１５０条 自立訓練（機能訓練）に係る基準該当

障害福祉サービス（以下この節において「基準該

当自立訓練（機能訓練）」という。）の事業を行

う者（以下この節において「基準該当自立訓練（

機能訓練）事業者」という。）が当該事業に関し

て満たすべき基準は、次のとおりとする。 

第１５０条 自立訓練（機能訓練）に係る基準該当

障害福祉サービス（以下この節において「基準該

当自立訓練（機能訓練）」という。）の事業を行

う者（以下この節において「基準該当自立訓練（

機能訓練）事業者」という。）が当該事業に関し

て満たすべき基準は、次のとおりとする。 

 指定通所介護事業者等であって、地域におい

て自立訓練（機能訓練）が提供されていないこ

と等により自立訓練（機能訓練）を受けること

が困難な障害者に対して指定通所介護等を提供

するものであること。 

 指定通所介護事業者であって、地域において

自立訓練（機能訓練）が提供されていないこと

等により自立訓練（機能訓練）を受けることが

困難な障害者に対して指定通所介護を提供する

ものであること。 

 指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室

の面積を、指定通所介護等の利用者の数と基準

該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者の数

の合計数で除して得た面積が３平方メートル以

上であること。 

 指定通所介護事業所の食堂及び機能訓練室の

面積を、指定通所介護の利用者の数と基準該当

自立訓練（機能訓練）を受ける利用者の数の合

計数で除して得た面積が３平方メートル以上で

あること。 

 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当

該指定通所介護事業所等が提供する指定通所介

護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者及

び基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用

者の数の合計数であるとした場合における当該

指定通所介護事業所等として必要とされる数以

上であること。 

 指定通所介護事業所の従業者の員数が、当該

指定通所介護事業所が提供する指定通所介護の

利用者の数を指定通所介護の利用者及び基準該

当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者の数の

合計数であるとした場合における当該指定通所

介護事業所として必要とされる数以上であるこ

と。 

 ［略］    ［略］ 

 （基準該当自立訓練（生活訓練）の基準）  （基準該当自立訓練（生活訓練）の基準） 

第１６０条 自立訓練（生活訓練）に係る基準該当

障害福祉サービス（以下この節において「基準該

当自立訓練（生活訓練）」という。）の事業を行

う者（以下この節において「基準該当自立訓練（

生活訓練）事業者」という。）が当該事業に関し

第１６０条 自立訓練（生活訓練）に係る基準該当

障害福祉サービス（以下この節において「基準該

当自立訓練（生活訓練）」という。）の事業を行

う者（以下この節において「基準該当自立訓練（

生活訓練）事業者」という。）が当該事業に関し



て満たすべき基準は、次のとおりとする。 て満たすべき基準は、次のとおりとする。 

 指定通所介護事業者等であって、地域におい

て自立訓練（生活訓練）が提供されていないこ

と等により自立訓練（生活訓練）を受けること

が困難な障害者に対して指定通所介護等を提供

するものであること。 

 指定通所介護事業者であって、地域において

自立訓練（生活訓練）が提供されていないこと

等により自立訓練（生活訓練）を受けることが

困難な障害者に対して指定通所介護を提供する

ものであること。 

 指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室

の面積を、指定通所介護等の利用者の数と基準

該当自立訓練（生活訓練）を受ける利用者の数

の合計数で除して得た面積が３平方メートル以

上であること。 

 指定通所介護事業所の食堂及び機能訓練室の

面積を、指定通所介護の利用者の数と基準該当

自立訓練（生活訓練）を受ける利用者の数の合

計数で除して得た面積が３平方メートル以上で

あること。 

 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当

該指定通所介護事業所等が提供する指定通所介

護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者及

び基準該当自立訓練（生活訓練）を受ける利用

者の数の合計数であるとした場合における当該

指定通所介護事業所等として必要とされる数以

上であること。 

 指定通所介護事業所の従業者の員数が、当該

指定通所介護事業所が提供する指定通所介護の

利用者の数を指定通所介護の利用者及び基準該

当自立訓練（生活訓練）を受ける利用者の数の

合計数であるとした場合における当該指定通所

介護事業所として必要とされる数以上であるこ

と。 

 ［略］    ［略］ 

附 則

この条例は、平成２８年７月１日から施行する。


